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第1章　計画策定の趣旨

1　策定の趣旨
平成27年3月、本市では、「人と地域が躍動し　安心と活力のあるまち　薩摩川内」

を将来都市像として定め、持続可能性をキーワードとしながら、「安全・安心」、「活力」、
「共生」、「行財政」の4つの柱を基本理念として、各政策分野の取組を体系的にまと
めた第2次総合計画（平成27年度～令和6年度）を策定し、推進を図ってきました。
この度、前期5年間の政策分野別の施策を定めた基本計画の期間が令和元年度末を
もって満了することから、この間の施策・事業の進捗や取り巻く課題の状況等を評価・
検証するとともに、自治総合審議会及び市議会での審議や市民の意見などを反映し、
総合計画の総仕上げに向けて後期5年間の施策をまとめた「後期基本計画」（令和2
年度～令和6年度）を策定しました。
「後期基本計画」では、各施策において新たに生じた課題や、社会情勢等により変
化した課題に対し的確な対応を図るとともに、人口減少・少子高齢化の進行による影
響への対応を重視し、総合計画との一体的な推進の観点から「薩摩川内市人口ビジョ
ン」を踏まえ、「薩摩川内市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の統合も行いました。

2　計画の位置付け
この計画は、薩摩川内市自治基本条例に基づく市政の総合的な経営指針として位
置付け、長期的な展望に立って市民と市がお互いを尊重しながら、それぞれの役割
と責務を認識し、協働してまちづくりを進めるための計画とします。
また本計画は、各分野の個別計画等の最上位計画として、各分野の政策の方向性を示すも
のであり、同時に分野体系を横断する施策の連携や整合性を図るための指針となるものです。

3　計画の構成と期間
この計画は、「基本構想」及び「基本計画」で構成し、それぞれ次のような役割を持ちます。
◆�「基本構想」とは、本市のまちづくりの全領域にわたる中長期的な目標として、
あるべき姿や目指すべき方向を定めるものです。
　計画期間：10年間（平成27年度～令和6年度）

・・・・・・   

基本構想とは：市のまちづくりの基本的な理念
であり、市が目指す将来都市像や政策展開の基
本方針を示すもので、計画期間は 10 年となっ
ています。　　（基本理念・将来都市像・政策）

基本計画とは：基本構想における将
来都市像や政策展開の基本方針を
実現するために、市が取り組む施策
の方向性や施策体系を示すもので
す。前期と後期に分けて策定するも
ので、計画期間はそれぞれ 5 年と
なっています。（施策・施策の方向性）

基本構想

後期基本計画
（第2期まち・ひと・しごと創生

　　総合戦略含む。）

個
別
計
画

個
別
計
画

個
別
計
画

個
別
計
画

個
別
計
画
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序
論

◆�「基本計画」とは、基本構想の実現に向けたまちづくりの具体的な取組や進め方
を定めるものです。
　計画期間：�前期5年間（平成27年度～令和元年度）� 　�

後期5年間（令和 2年度～令和6年度）

4　策定の方針
第2次総合計画後期基本計画策定に向けて、後期基本計画策定の目的や、前期基本
計画での課題や最近の注目すべき動き等を勘案して、以下の4つを方針にして策定し
ました。
また、本基本計画に含まれる「第2期薩摩川内市まち・ひと・しごと創生総合戦略」
を将来都市像の実現に向けた「重点プロジェクト」として位置付けます。

方針1：人口減少対策の一体的な推進

総合戦略を総合計画に統合し、本市の人口減少や地域経済縮小の克服に向けた取
組を重視した計画とします。

方針2：持続可能な社会の実現に向けた取組の推進

総合計画で取り組む方向性は、国際社会全体の開発目標である「持続可能な開発
目標（SDGs）」の目指す17の目標とスケールは違うものの、その目指すべき方向性
は同様であることから、SDGsを意識しながら総合計画の推進を図ります。

方針3：グローバル化への対応

経済のグローバル化の進展や情報通信技術の発達などに伴い、地域経済にも様々
な影響を及ぼしています。こうした状況に対応するため、本市の地域特性や資源を
生かし、地域に根差した各種の産業の充実や企業誘致の推進を図り、更には海外市
場も視野に入れた地場産品の創出や販路拡大に取り組みます。

方針4：若者・子育て世代も魅力を感じるまちづくり

人口減少・少子高齢化が進む中、次世代を担う若者・子育て世代が安心して生活
を営み、子どもを産み育てられる環境づくりに取り組むことで、持続可能で魅力的
なまちづくりを目指します。

和暦（年度） H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6
西暦（年度） 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
基本構想
（10年間）

基本計画
（5年間） 前　期 後　期
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1　人口の現状分析
（1）年齢別人口
本市の平成31年4月1日現在の人口構成は、団塊の世代と団塊2世の年齢の2つの
大きな膨らみがあり、我が国の人口ピラミッドの形によく似ています。
人口構成の特徴として、25～49歳の子育て世代の層が比較的厚く、14歳以下の
年少人口の割合も全国と比べるとやや高くなっています。
一方、20～24歳の人口が極端に少なく、進学や就職等で流出していることが分か

りますが、20歳代後半から回復しています。
65歳以上の高齢者の人口については、特に75歳以上の女性が男性より多く、結果

的に総人口で女性が男性より4,000人近く多くなっています。
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昭和の丙午生まれ

図表１ 本市の人口ピラミッド（平成３１年４月１日現在）

出典：住民基本台帳

第2章　計画の基本指標
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（2）人口の推移
総人口は昭和30年から昭和50年にかけて減少し、100,000人を割り込みました
が、昭和60年にかけて増加し108,105人と最近でのピークを迎えた後、減少に転じ、
平成22年には再び100,000人を割り込みました。
年齢別には0～14歳と15～64歳については、総人口に比例した動きを示していま

す。一方、65歳以上については、昭和30年以降増加の一途を辿っています。
地域別では、川内地域は昭和60年以降、71,000～73,000人程度とほぼ横ばいで
推移していますが、その他の地域では、市全体と同様大きく減少の傾向にあり、昭
和60年に最近でのピークを迎えた後減少している地域と、昭和30年以降ほぼ一貫し
て減少している地域とに分かれています。

図表2　総人口、年齢3区分別人口構成の推移（昭和30年～平成27年）

出典：国勢調査（合併前の旧市町村については、現在の薩摩川内市として合算したもの）
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図表3　地域別人口の推移（昭和30年～平成27年）

出典：国勢調査
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2　今後の人口推計と将来展望
（1）人口推計結果の比較
我が国の人口は、平成27年時点で約1億2,710万人となっており（国勢調査）、平
成22年頃より減少が始まっています。国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」
という。）の推計によると、令和42年には9,284万人程度まで減少することが推計さ
れており、人口減少がますます本格化していくことが想定されています。
本市の人口について、平成27年10月から平成30年9月までの住民基本台帳におけ

る人口推移を基に推計を行った第2次後期推計においては、令和42年に58,000人程
度まで減少する推計結果となりました。
また、社人研が推計を行い、平成30年に公表したH30社人研推計においては、令
和27年に70,000人程度まで減少することが推計されており、今後、全国推計と同
様に、人口減少が進行すると見込まれています。

図表4　仮定値を用いた推計総人口の比較

出典：�平成22年、27年は総務省「国勢調査」実績値（赤字）、令和2年以降の数字は国立社会保障・人口問題研究
所「日本の将来推計人口」、薩摩川内市「薩摩川内市人口ビジョン」
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（2）人口の将来展望
◆長期的展望：
�　平成27年10月に策定した人口ビジョンにおいて令和42年の人口規模を68,890
人と設定し、必要な政策を推進しています。
◆合計特殊出生率：
�　国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率に基づき、令和12年に1.97、令和
22年に人口置換水準2.07を達成し、令和32年に2.20を目指すものとします。年
間の出生数については、長期にわたって750人前後を維持します。
◆将来展望を実現するための戦略：
①�雇用の創出等により若い世代の呼び込み・呼び戻し等対策により、20歳代等の
雇用を増やし、進学・就職で転出していく人々を減少させることにより、転入・
転出のプラスマイナスを0にします。
②�子どもを産み育てたい希望に応える施策等により、子育て世代が、安心して結婚・
妊娠・出産・子育てをすることができる社会環境を実現し、転出超過の状況を
改善し、令和22年までには人口移動を半減させます。

図表5　総人口・年齢区分別人口の将来展望（平成27年10月設定）

※国勢調査実績：（H27）96,076人（年少13,730人・生産53,842人・老年28,303人・不明201人）
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28,455 29,803 30,114 29,743 28,767 27,961 26,728 25,321 23,546 22,041

13,573 12,656 12,025 11,557 11,389 11,343 11,293 11,241 11,092 10,990
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第2次薩摩川内市総合計画 〜第2期薩摩川内市まち・ひと・しごと創生総合戦略〜

序
論第3章　計画の基本理念と将来都市像

基本理念
第1次薩摩川内市総合計画では、「“地域力”が奏でる“都市力”の創出」を基本理念
に掲げ、各地域や地区コミュニティの特性を生かし連携することにより新しい価値
を創出し、新市としての一体感の醸成を目指してきました。
これまでの取組を通して、地域の主体的なまちづくりの推進や市内外への積極的な情
報発信、多様な人材の育成、交流を促進する快適で利便性の高い社会基盤の整備・充
実など一定の成果を挙げることができたと考えられます。
第2次薩摩川内市総合計画において、第1次薩摩川内
市総合計画の総括、市民アンケート調査結果、時代の
潮流などから見えてきた本市の課題等を踏まえると、
今後のまちづくりのキーワードは「持続可能性」であ
ると考えられます。持続可能なまちづくりにおいては、
地域の「安全・安心」が守られ、地域に「活力」がみ
なぎり、多様な主体の参画＝「共生」のもと、安定し
た「行財政」が運営され、それらが相互に連携し合いながら効果的に機能する好循
環の仕組みを構築する必要があります。
そこで、「安全・安心」、「活力」、「共生」、「行財政」の4つの柱を第2次薩摩川内
市総合計画における基本理念とし、これらに係る様々な課題に対して正面から向き
合い、未来を切り拓き、次世代に受け継ぐ新たな活動方針を提起し、それを実践す
ることが求められています。
【安全・安心】　互いに支え合い、安全・安心な暮らしを充実します
家族や地域のつながりを深め、全ての市民が互いに支え合いながら、健やかで安
全に安心して暮らせるよう、防災、防犯を始め、医療、福祉、交通、環境・エネルギー
など、様々な分野において、それぞれの機能の確保と向上を図ります。
【活力】　培った地域の活力から、更なる魅力を創造します
本市の豊かな自然や景観、歴史・文化、物産等の資源を活用して地域の魅力を更
に高めるとともに、次世代を担う人材の育成や地場産業の振興に加えて、成長が期
待される新しい産業の展開と規模拡大等を、地域活力を生む原動力として、本市経
済の活性化を図ります。
【共生】　人と地域が活躍する、共生協働のまちづくりを進めます
市民・事業所、地域・団体、行政など様々な主体が、それぞれの役割と責任に基
づき活躍し、課題の解決にふさわしい主体を中心に、自助※1、共助※2、公助※3によ
る必要なサービスが提供されるまちづくりを進めます。
【行財政】　効果的・効率的な行財政運営を推進します
合併支援策であった地方交付税の段階的な縮減など、財政運営上の課題を克服し
ながら、厳しさを増す人口減少や少子高齢化などに伴う地域の課題解決や新たに必
要な活動等の展開を図ります。

※1　自助 ： 自分の責任で各々が行うこと。
※2　共助 ： 自分だけで解決・実施することが困難な事柄について、周囲や地域が協力して行うこと。
※3　公助 ： 個人や周囲、地域あるいは民間の力だけでは解決できないことについて行政が行うこと。
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人と地域が躍動し　安心と活力のあるまち　薩摩川内

【安全・安心】
・�災害等に係るインフラ※1整備と市民や地域に非常時の備えが定着し、保
健・医療を中心とした暮らしに対する不安が軽減され、豊かな自然や快
適な環境のなかで誰もが支え合いながら安心して暮らしています。

【活力】
・�子どもや若者が健やかに成長し、豊かな心、確かな学力が育まれています。
先人が築き上げた歴史や文化が継承され、誰もがお互いを思いやり、生
きがいを持って生活しています。
・�地域特有の資源を生かした様々な交流が、まちづくりの活力となってい
ます。
・��産業の振興が地域の活力を生みだす原動力となり雇用の場が確保され、
女性や若者など様々な人たちが希望を持って働いています。

【共生】
・�日頃の暮らしのなかで、お互いの助け合いの輪が広がり、市民と市が共
に力を合わせ、それぞれの地域の課題解決に向けた活動が活発に行われ
ています。

【行財政】
・�市民に分かりやすく、簡素で効率的な行政運営、健全で安定した財政運
営が行われています。

＜将来の姿＞

※1　インフラ ： 経済活動や社会生活の基盤を形成する構造物。インフラストラクチャーの略

将来都市像
基本理念を踏まえ、本市の目指す将来都市像を次のように設定します。




